2016年11月21日～22日
自衛隊南スーダン到着、公明党言い訳、朝日・ＮＮＮ世論調査、野党共闘、沖縄、社説
陸自先発隊、南スーダン到着＝来月から駆け付け警護可能


南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、首都ジュバの空港に到着した陸上自衛隊第１１次隊の先発隊。来月から駆け付け警護が可能になる＝２１日、ジュバ（ＡＡ＝時事）
　安全保障関連法に基づき、国連平和維持活動（ＰＫＯ）の新任務「駆け付け警護」が付与された陸上自衛隊の第１１次隊の先発隊が日本時間の２１日午後５時ごろ、南スーダンの首都ジュバに到着した。
　第１１次隊は第９師団（青森市）を主力に編成。陸自第７師団（北海道千歳市）を中心とする第１０次隊と交代し、１２月１２日から国連やＮＧＯ関係者を救出する駆け付け警護や、他国軍と共同で宿営地を守る「宿営地防護」が実施可能になる。
　駆け付け警護では、正当防衛だけでなく任務遂行のための武器使用が可能になる。
　派遣部隊はジュバとその周辺で道路整備などを行う。活動期間は来年３月３１日まで。（時事通信2016/11/21-21:18）
駆け付け警護へ先発隊到着　南スーダンPKOの陸自

共同通信2016/11/21 18:58
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南スーダンでのPKO参加のため、首都ジュバの空港に到着した「駆け付け警護」などの新任務に対応する陸上自衛隊11次隊の先発隊＝21日（共同）

　【ジュバ共同】南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に参加し、新任務の「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊11次隊の先発隊が21日、首都ジュバの空港に到着した。新任務は10次隊から指揮権を引き継ぐ12月12日から適用される。

　ジュバでは7月に政府軍と反政府勢力との間で大規模な戦闘があり、今も治安情勢は不安定だ。国連安全保障理事会が武器禁輸の制裁を議論するなど国際社会は対応に苦慮している。内戦状態が続き、平和を確立する見通しが立たない中で陸自部隊は新任務に臨む。

自衛隊、南スーダン首都に到着　新任務に駆けつけ警護
朝日新聞デジタル　ジュバ＝渡辺丘2016年11月21日20時25分

南スーダンの首都ジュバの空港に２１日、到着した陸上自衛隊の隊員＝渡辺丘撮影










　安全保障関連法に基づいて新たな任務に「駆けつけ警護」が付与され、南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊部隊の先発隊が２１日、首都ジュバに到着した。
　迷彩服姿の隊員らは民間機から空港に降り立つと、現在活動中の隊員らから握手で迎えられた。猛暑の中、タオルで汗をぬぐう隊員の姿も見られた。
　部隊には、武装勢力から襲撃されたＰＫＯやＮＧＯの要員らを保護する「駆けつけ警護」のほか、宿営地が襲撃された場合に他国のＰＫＯ要員らとともに守る「共同防護」が認められた。１２月１２日から実施可能になる。
　今回派遣されるのは、青森、宮城、岩手、秋田各県の部隊などから選ばれた約３５０人。１２月中旬までに全員が現地入りして現在の部隊と交代し、約半年間、道路整備などにあたる。
　南スーダンでは大統領派と前副大統領が率いる反政府勢力が対立。７月には大規模な戦闘があり、数百人が死亡。国連宿営地にも被害が出た。日本政府は「ジュバ市内は比較的落ち着いている」としているが、戦闘の再発が懸念されている。（ジュバ＝渡辺丘）
「駆けつけ警護」陸自先発隊、南スーダンに到着

読売新聞2016年11月21日 21時51分



ジュバで空港から国連施設に入る陸上自衛隊員（２１日）＝上杉洋司撮影

　【ジュバ＝上杉洋司】南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、安全保障関連法に基づく「駆けつけ警護」などの新任務を与えられ、国連南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）に参加する陸上自衛隊部隊の先発隊約１３０人が２１日、南スーダンの首都ジュバに到着した。

　先発隊は同日午前１１時頃、ジュバの国際空港に到着し、バスで陸自の宿営地に移動した。国連施設内の避難民保護地区の防護壁建設などを担い、これまで同様、市内のパトロールなどの任務には従事しない。ジュバや周辺で戦闘が発生し、国連職員らが襲われた場合には、要請があれば、武器を持って救援に向かうことができる。宿営地が攻撃されれば、他国軍と協力して防衛することができる。

陸自先発隊、南スーダンに到着　駆けつけ警護に対応 
日経新聞2016/11/21 23:15
　【ジュバ＝共同】南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加し、新任務の「駆けつけ警護」と「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊11次隊の先発隊が21日、首都ジュバの空港に到着し、空港に隣接する陸自宿営地に入った。
　11次隊約350人のうち、21日は先発隊約130人が民間航空機２便に分かれて到着。今後、12月中旬にかけて残りの隊員も順次ジュバ入りする。新任務は10次隊から指揮権を引き継ぐ12月12日から適用される。
　11次隊は新任務を主に担う第５普通科連隊（青森市）中心の警備部隊約60人と、道路補修などインフラ整備に当たる施設部隊などで構成する。
　南スーダンは民族対立や権力争いを背景に2013年12月に内戦に陥り、ＰＫＯの南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）は最重要任務を「国造り支援」から「市民保護」に変更した。
　陸自の施設部隊は市民が使う道路の整備などで貢献するはずだったが、戦闘の影響で現在は活動の多くがＰＫＯの拠点施設内となっている。
産経新聞2016.11.21 18:44更新 
【南スーダンＰＫＯ】駆け付け警護へ先発隊がジュバ到着　陸上自衛隊１１次隊

南スーダンでのＰＫＯ参加のため、首都ジュバの空港に到着した「駆け付け警護」などの新任務に対応する陸上自衛隊１１次隊の先発隊＝２１日（共同） 
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加し、新任務の「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊１１次隊の先発隊が２１日、首都ジュバの空港に到着した。新任務は１０次隊から指揮権を引き継ぐ１２月１２日から適用される。
　１１次隊の約３５０人のうち先発隊約１３０人は民間航空機２便に分かれてジュバ入りすることになっており、このうち第１便は２１日昼前（日本時間２１日夕）、ジュバに到着した。第２便の到着は２１日午後の見込み。今後、１２月中旬にかけて残りの隊員も順次ジュバ入りする。
　１１次隊は、新任務を主に担う第５普通科連隊（青森市）中心の警備部隊約６０人と、道路補修などインフラ整備に当たる施設部隊などで構成。日本政府は、他国軍の救援は想定外とするなど駆け付け警護の運用は「極めて限定的」になると説明している。（共同）
南スーダン派遣の陸自先発隊　情勢不安の現地到着

東京新聞2016年11月22日 朝刊 

	２１日、南スーダンでのＰＫＯ参加のため、首都ジュバの空港に到着した陸上自衛隊１１次隊の先発隊＝共同
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　【ジュバ＝共同】南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加し、新任務の「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」に対応する陸上自衛隊十一次隊の先発隊が二十一日、首都ジュバの空港に到着した。新任務は十次隊から指揮権を引き継ぐ十二月十二日から適用される。

　ジュバでは七月に政府軍と反政府勢力との間で大規模な戦闘があり、今も治安情勢は不安定だ。国連安全保障理事会が武器禁輸の制裁を議論するなど国際社会は対応に苦慮している。内戦状態が続き、平和を確立する見通しが立たない中で陸自部隊は新任務に臨む。

　十一次隊の約三百五十人のうち先発隊約百三十人は民間航空機二便に分かれてジュバ入り。このうち第一便に乗った隊員六十人余りは二十一日昼前（日本時間二十一日夕）、ジュバに到着、空港に隣接する陸自宿営地に入った。第二便は二十一日午後、到着した。今後、十二月中旬にかけて残りの隊員も順次ジュバ入りする。

　十一次隊は、新任務を主に担う第五普通科連隊（青森市）中心の警備部隊約六十人と、道路補修などインフラ整備に当たる施設部隊などで構成。日本政府は、他国軍の救援は想定外とするなど駆け付け警護の運用は「極めて限定的」になると説明するが、不測の事態が生じる可能性があることも認めている。

駆け付け警護など付与の自衛隊先発隊 南スーダンに到着
ＮＨＫ11月21日 18時55分
南スーダンでのＰＫＯ活動にあたって、「駆け付け警護」など安全保障関連法に基づく新たな任務が付与された陸上自衛隊の部隊の先発隊が、日本時間の２１日夕方、現地に到着しました。新たな任務は来月１２日から実施が可能となり、部隊は治安情勢を注意深く見ながら活動にあたることになります。
南スーダンでのＰＫＯ活動のため、２０日に青森を出発した陸上自衛隊の１１次隊の先発隊は、日本時間の２１日午後５時ごろ、首都・ジュバの空港に到着しました。
タラップを降りてきた迷彩服姿の隊員たちは、落ち着いた様子で、出迎えた１０次隊の隊員などと握手を交わしました。そして、駐機場の脇に集合したあと入国手続きに向かいました。
今回派遣される部隊には、安全保障関連法に基づき、襲撃された国連スタッフなどを救出する「駆け付け警護」と、宿営地が襲撃された場合に他国の部隊とともに守る「宿営地の共同防護」の任務が新たに付与されています。
来月１２日に１０次隊から１１次隊に活動が引き継がれるのに合わせて新たな任務の実施が可能となりますが、南スーダンでは政府軍と反政府勢力の対立で予断を許さない治安情勢が続いています。
１１次隊の派遣期間は主力部隊が到着する来月中旬からおよそ半年間の予定で、この間、部隊はＰＫＯの司令部から情報収集するなど、治安情勢を注意深く見ながら道路整備などの活動に当たることになります。
駆けつけ警護任務付与のＰＫＯ派遣部隊、南スーダンに到着
ＪＮＮニュース21日18:41
　「駆けつけ警護」などの任務が新たに付与された陸上自衛隊のＰＫＯ＝国連平和維持活動の派遣部隊が、日本時間の２１日午後５時頃、南スーダンに到着しました。
　南スーダンの首都ジュバに到着したのは、陸上自衛隊青森駐屯地の第９師団を中心としたＰＫＯ派遣部隊の先発隊およそ１３０人です。今回の部隊には安保関連法に基づき、国連の職員などが武装勢力に襲われた際、武器を持って救出に向かう「駆けつけ警護」などの任務が初めて付与されています。
　新たな任務は現在派遣されている部隊から指揮権を引き継ぐ来月１２日から適用され、隊員たちはおよそ半年間、駆けつけ警護を含めた任務にあたる予定です。
「駆けつけ警護」付与　陸自先発隊、南スーダンの首都ジュバ到着
ＦＮＮニュース11/21 21:05
南スーダンで実施されている、PKO(国連平和維持活動)で、安保関連法に基づく、新たな任務「駆けつけ警護」を付与された陸上自衛隊の先発隊が21日、首都ジュバに到着した。
到着したのは、「駆けつけ警護」と「宿営地の共同防護」の任務を付与された、陸上自衛隊の先発隊およそ130人で、すでに現地で活動している前の部隊の出迎えを受け、首都ジュバの空港に降り立った。
先発隊に続く部隊も、今後、順次、南スーダンに入り、現地の部隊と引き継ぎを行う予定で、指揮権が移る、12月12日に、新たな任務が実施可能となる見通し。
首都ジュバでは、7月、政府軍と反政府勢力の衝突が発生し、治安の悪化が懸念されているが、派遣された部隊は、安全確保を重視し、活動範囲を限定して、任務にあたることにしている。 
陸自　ＰＫＯ活動地域、南スーダンに到着
日本テレビ系（NNN） 11/21(月) 20:45配信
　安全保障関連法に基づき「駆けつけ警護」などの新たな任務を与えられた陸上自衛隊の部隊が、ＰＫＯ（＝国連平和維持活動）の活動地域である南スーダンに到着した。
　２１日に現地に入るのは約１３０人の先発隊で、南スーダンの首都・ジュバの空港に到着したあと、自衛隊の宿営地へ移動し、業務の引き継ぎや現地情勢の確認を行う予定。
　部隊が実際に「駆けつけ警護」などを行えるようになるのは、本隊が到着し体制が整った来月１２日以降となる。
＜南スーダンＰＫＯ＞新任務先発130人青森出発
河北新報2016年11月21日月曜日
　南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、新任務「駆け付け警護」などが付与された陸上自衛隊１１次隊の先発隊約１３０人が２０日、青森空港（青森市）を出発、羽田を経由し成田から民間機で出国した。２１日に首都ジュバに到着する予定。青森空港では隊員の家族や友人ら約２００人が見送った。
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家族らに見送られ、南スーダンＰＫＯに出発する陸上自衛隊１１次隊の先発隊＝２０日午前８時４０分ごろ、青森空港
　１１次隊は陸自第９師団第５普通科連隊（青森市）を中心とした部隊。先発隊は午前８時半ごろ、家族らとバスで青森空港に到着。家族らが両脇に並ぶ中、田中仁朗（よしろう）隊長を先頭に空港に入った。涙ぐみ、握手やハイタッチで別れを惜しむ家族もいた。
　出発ロビーでは山之上哲郎東北方面総監、納冨中（のうどみみつる）第９師団長や各部隊長が握手などで隊員を激励。家族らは３階の送迎デッキで、隊員が搭乗した旅客機が飛び立つのを見送った。
　３０日には主力１波の約１２０人、１２月１４日に２波約１００人が青森空港から現地に向かう。
　駆け付け警護は武器使用権限を任務遂行目的の警告射撃にも拡大。自衛隊の海外派遣は転換点を迎え、戦闘に巻き込まれるリスクの増加が懸念される。
　南スーダンでは政府軍と反政府勢力間に大規模な衝突が起きるなど、現地情勢は不安定だ。政府は自衛隊の活動をジュバやその周辺に限定し、新任務も治安情勢や他国軍の動向などを見極め、保護の必要な状況が発生すれば実行する。新任務の運用開始は、１０次隊から指揮権が移る来月１２日からになる。
　５月から約半年間、ジュバで活動した１０次隊の先発隊は２０日、北海道・新千歳空港に帰国。第７師団（千歳市）が中心で、７月に衝突が起きた際は、宿営地周辺でも銃撃戦があった。
　１０次隊の先発隊を率いた蝶野元希２佐は取材に「銃声は聞こえたが、命の危険は感じなかった」と説明。１１次隊に対し「新しい任務を付与され緊張はあるだろうが、平常心でやってほしい」と話した。
公明新聞：2016年11月20日（日）付
南スーダンPKO　駆け付け警護 　他国軍隊の護衛想定せず 　北側副代表に聞く
政府は15日、南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣される自衛隊の第11次隊に、平和安全法制に基づく


北側一雄副代表
新任務「駆け付け警護」を与えるための実施計画を閣議決定した。これについて公明党の北側一雄副代表に聞いた。
南スーダンの平和維持に世界が協力
――自衛隊が派遣されている南スーダンPKOとは。
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北側　南スーダンは、20年間にわたる内戦を経て2011年にスーダンから独立しました。国連は、南スーダンの独立と同時に、PKO（南スーダン派遣団＝UNMISS）を設立しました。南スーダンの国づくりを支援し、その平和と安定を図るためですが、それは南スーダンの周辺国、ひいてはアフリカ全体の平和につながるからです。
南スーダンPKOには現在、60カ国以上が参加しています。
日本は12年1月から、陸上自衛隊の施設部隊を派遣し、道路整備や避難民向けの施設づくりを中心に活動しており、南スーダン政府や国連、国際社会から高く評価されています。政府は先月25日、PKO参加5原則が基本的に維持されていることを確認し、来年3月までの派遣延長を閣議決定しています。
――政府は、今後派遣される部隊から新任務として「駆け付け警護」を決めました。
北側　「駆け付け警護」は、昨年成立したPKO協力法改正によって、被災民救援などの業務に当たる施設部隊に追加的に付与する業務として規定されました。
具体的には、自衛隊の活動場所の近くで、国連、NGOなどの文民が暴徒に襲われて救助を求めた時、部隊が応急的かつ一時的にその生命、身体の保護に当たる任務です。ただし、現地の治安維持の責任を負う南スーダン政府の警察や軍、国連PKOの歩兵部隊（治安部隊）が速やかに対応できないという極めて限定的な場面で実施されます。
また、「駆け付け警護」は、PKOの歩兵部隊が行う治安維持活動とは全く別の任務です。自衛隊が派遣しているのは施設部隊ですから、装備も極めて限られており、他国の軍隊を守ることは想定されません。
厳しい治安情勢、20人の邦人が滞在
――厳しい現地情勢が伝えられる中、自衛隊の活動に懸念の声も出ています。
北側　現在、自衛隊が活動する南スーダンの首都・ジュバでは、7月に政府と反主流派の衝突が起こりました。現在のところは比較的落ち着いているものの、治安情勢は決して良いとは言えません。政府も楽観できないとして、緊張感を持って情勢を注視するとしています。また、南スーダンにおける自衛隊の活動地域を「ジュバおよびその周辺地域」に限定することとしています。
ジュバ市内には、国連やNGOの職員として約20人の邦人が滞在しています。厳しい治安情勢を踏まえると、現地に滞在する邦人に不測の事態が生じる可能性はゼロではありません。過去には、自衛隊がPKOとして東ティモールやコンゴ（旧ザイール）に派遣された際、不測の事態に直面した邦人から保護を要請された事例があり、隊員は十分な訓練を受けていない状態で、保護に当たったこともあります。
実際の現場において、自衛隊が近くにいて、助ける能力があるにもかかわらず、何もしないというわけにはいきません。万が一にも、邦人に不測の事態が起こり得る以上、「駆け付け警護」という任務を与え、事前に十分な訓練を行って派遣することが必要です。その方が、邦人の安全を守るだけでなく、自衛隊員の安全確保にも役立つことになります。
また、PKO法上、「駆け付け警護」の実施には、受け入れ国の南スーダン政府の同意が安定的に維持されることが必要ですが、政府も現地でこれを確認しています。このように、現地情勢や訓練状況、法的要件などを総合的に判断し、今回の決定に至っています。
公明、隊員の安全重視。活動が困難なら撤収
――閣議決定に至る過程で、公明党が政府に求めたことは。
北側　隊員の安全確保が最重要です。15日に閣議決定された実施計画には、公明党の意見を踏まえ、PKO参加5原則が満たされていても、安全を確保しつつ有意義な活動を実施することが困難な場合には、派遣部隊を撤収すると明記されました。
今後も政府に対し、流動的な現地情勢を注視するよう求めていきます。公明党も与党として厳格にチェックしていきます。
PKO参加5原則
（1）　紛争当事者間の停戦合意の成立
（2）　紛争当事者のPKO派遣への同意
（3）　PKOの中立性の確保
（4）　（1）～（3）のいずれかが満たされない場合には、部隊を撤収
（5）　武器の使用は、要員の生命防護のための必要最小限度のものを基本 
ＰＫＯ派遣部隊１３０人、青森から南スーダンへ出発
ＪＮＮニュース20日13:09
　安全保障政策の見直しで、新たに駆けつけ警護などが任務に加えられた陸上自衛隊のＰＫＯ派遣部隊が２０日、青森空港から南スーダンに向けて出発しました。
　出発したのは、陸上自衛隊青森駐屯地第５普通科連隊を中心としたＰＫＯ派遣部隊の先発隊およそ１３０人です。
　今回の部隊には、国連の職員などが武装勢力に襲われたとき、武器を持って救出に向かう「駆けつけ警護」など、新たな任務が加えられています。
　現地の情勢や治安が不安定とされる中での派遣に、隊員たちの家族や関係者は心配そうな表情を見せながら、手を振るなどして見送りました。
　「（駆けつけ警護が）実際になったときに訓練通りに出来ればいいと思うけれど、実際にどうなるか心配です。６か月後に無事に帰ってきてほしい」（隊員の家族）
　隊員たちは２１日、南スーダンに到着して、来月１２日からおよそ半年間、駆けつけ警護を含めた任務にあたる予定です。
“駆け付け警護任務”部隊出発　家族に心配の声も

ＡＮＮニュース2016/11/20 11:53

駆け付け警護など新たな任務が付与された自衛隊の部隊が20日午前、アフリカの南スーダンに向けて出発しました。
　出発したのは、陸上自衛隊青森駐屯地の部隊を中心として編成された、第11次要員の先遣隊約130人のうちの90人です。今回から、襲われた国連職員らを自衛隊員が武器を使って守る駆け付け警護などの任務が新たに加わりました。出発を前に、青森空港には200人近い家族らが訪れ、隊員との別れを惜しみました。
　隊員の母親：「今回からは駆け付け警護とか入ってきてるんで、すごく心配です。できれば行ってほしくなかったんですけど、でも仕事だし、本人が選んだ道なんで」
　残り40人は午後に出発し、日本時間の21日、南スーダンに到着する予定です。

「駆けつけ警護」に反対、仙台市でデモ
ＪＮＮニュース19日17:32
　仙台市では、「駆けつけ警護」に反対するデモ行進が行われました。
　「自衛隊を南スーダンから撤退させよう」
　参加したのは、安保法制の廃止を求める市民団体のメンバーらおよそ８０人で、「隊員の安全をないがしろにした結論ありきの決定」だとして、南スーダンから自衛隊自体を撤退させるよう訴えました。
　「母親として、若い人たちを絶対に戦場に送らせたくないという気持ちで参加した」（参加者）
"安保関連法”施行後初のPKO派遣隊 南スーダンから北海道に戻る 現地の情勢は…
北海道文化放送 11/20(日) 19:13配信 
　アフリカ南スーダンにPKO派遣隊として、活動してきた陸上自衛隊第7師団の隊員58人が11月20日、北海道に戻りました。
　5月に安保関連法施行後初めてのPKO派遣隊として、南スーダンに派遣され半年にわたり、非戦闘地域のインフラ整備を担当してきた第10次隊は11月20日、東千歳駐屯地に戻り家族や仲間の自衛隊員に出迎えられました。
　南スーダン派遣隊に関しては11月20日出発した第11次隊から「駆け付け警護」など新たな任務が付与されています。
　蝶野元希二等陸佐：「ジュバ近郊は緊張感が高まっているという認識はありません。11次隊も新しい任務が付与されて緊張していると思うが平常心でやって欲しい」
南スーダン駆けつけ警護「反対」５６％　朝日新聞調査
朝日新聞デジタル2016年11月22日03時49分

「駆けつけ警護」について
　朝日新聞社が１９、２０日に実施した全国世論調査（電話）によると、南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）のために派遣された陸上自衛隊の部隊に、安全保障関連法に基づく「駆けつけ警護」の任務を与えたことに「反対」は５６％で、「賛成」の２８％を上回った。
　駆けつけ警護の質問ではまず、この新たな任務をどの程度知っているか尋ねた。「よく」と「ある程度」を合わせた「知っている」３８％に対し、「あまり」と「まったく」を合わせた「知らない」は６１％に上った。
　次に、駆けつけ警護とは、他国の兵士や民間人が武装勢力に襲われた場合、ＰＫＯで派遣された自衛隊が武器を持って助けに行くという任務であることを説明したうえで、この任務を行うことの賛否を聞くと、「反対」の４９％が「賛成」の３７％を上回った。
　そのうえで、南スーダンへの派遣部隊に対し、安倍政権が今月、駆けつけ警護の任務を付与したことについて聞いた。「反対」５６％、「賛成」２８％と賛否の差はさらに広がったほか、内閣支持層でも４３％が「賛成」、４４％が「反対」と賛否は拮抗（きっこう）した。
　このほか、安倍晋三首相がトランプ次期米大統領とニューヨークで会談したことについては、「評価する」７２％が「評価しない」の１６％を引き離した。
　内閣支持率は５１％（前回１０月調査は４８％）でやや上昇。不支持率は２５％（同３２％）だった。
日米関係は「変わらない」４９％　朝日新聞世論調査
朝日新聞デジタル2016年11月22日03時49分

米大統領選でトランプ氏が勝ったことは…
　朝日新聞社による１９、２０日の全国世論調査では、次期米大統領にトランプ氏が決まったことを受け、今後の日米関係などについても尋ねた。日米関係が「よい方向に向かうと思う」９％、「悪い方向に向かうと思う」は２２％で、最も多かったのは「変わらないと思う」４９％だった。
　トランプ氏の米大統領選での勝利は、「よかった」の２０％を、「よくなかった」の４４％が上回った。２００８年にオバマ氏が米大統領に決まった際にも同じ質問をしており、調査方法などは異なるが、このときは「よかった」７９％、「よくなかった」４％だった。
　トランプ氏が米大統領になることで、世界がよい方向に向かうと思うかどうか聞くと、「よい方向に向かう」９％、「悪い方向に向かう」２６％、「変わらない」４０％だった。
　また、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）は日本にとって「よいことだ」は３９％、「よくないことだ」２３％。この臨時国会でのＴＰＰ承認に「賛成」は３６％、「反対」は３５％となった。
　自民党が党総裁の任期を最長６年から９年に延長する方針を決めたことは、「評価する」３４％、「評価しない」は４７％だった。
世論調査―質問と回答〈１１月１９、２０日実施〉
朝日新聞デジタル2016年11月22日03時50分
（数字は％。小数点以下は四捨五入。質問文と回答は一部省略。◆は全員への質問。◇は枝分かれ質問で該当する回答者の中での比率。〈　〉内の数字は全体に対する比率。丸カッコ内の数字は、１０月１５、１６日の調査結果）
　◆安倍内閣を支持しますか。支持しませんか。
　支持する５１（４８）
　支持しない２５（３２）
◇（「支持する」と答えた５１％の人に）それはどうしてですか。（選択肢から一つ選ぶ＝択一）
　首相が安倍さん１２〈６〉
　自民党中心の内閣１３〈７〉
　政策の面２０〈１０〉
　他よりよさそう５２〈２６〉
◇（「支持しない」と答えた２５％の人に）それはどうしてですか。（択一）
　首相が安倍さん６〈２〉
　自民党中心の内閣３０〈８〉
　政策の面４９〈１２〉
　他のほうがよさそう９〈２〉
　◆今、どの政党を支持していますか。政党名でお答えください。
　自民３６（３７）▽民進８（１０）▽公明３（３）▽共産４（３）▽維新２（２）▽自由０（０）▽社民０（０）▽日本のこころ０（０）▽その他の政党１（０）▽支持する政党はない３７（３８）▽答えない・分からない９（７）
◇（政党名を答えた５４％の人に）それはどうしてですか。（択一）
　党のリーダーを支持している９〈５〉
　政策の面２４〈１３〉
　昔から支持している２５〈１４〉
　他よりよさそう３９〈２２〉
◇（「支持する政党はない」「答えない・分からない」と答えた４６％の人に）政党名をお答えにならなかったのはどうしてですか。（択一）
　自分に合った政党がない１８〈８〉
　政党が信用できない２７〈１２〉
　政党についてよくわからない３０〈１３〉
　政治に関心がない１８〈８〉
◆自民党は、自民党総裁の任期を最長６年から９年に延長する方針を決めました。これにより、安倍首相が２年後の自民党総裁選に勝てば、最長で２０２１年の秋まで総裁を続けることが可能になります。自民党が総裁の任期を延長する方針を決めたことを評価しますか。評価しませんか。
　評価する３４
　評価しない４７
◆貿易など経済の自由化を進めるＴＰＰ、環太平洋経済連携協定についてうかがいます。日本にとってＴＰＰは、よいことだと思いますか。よくないことだと思いますか。
　よいことだ３９
　よくないことだ２３
◆ＴＰＰをいま開かれている臨時国会で承認することに賛成ですか。反対ですか。
　賛成３６
　反対３５
◆昨年成立した安全保障関連法により、海外に派遣された自衛隊は、「駆けつけ警護」という任務を行うことが可能になりました。「駆けつけ警護」についてどの程度知っていますか。（択一）
　よく知っている５
　ある程度知っている３３
　あまり知らない４３
　まったく知らない１８
◆「駆けつけ警護」とは、国連の平和維持活動で海外に派遣された自衛隊が、他の国の兵士や民間人が武装勢力に襲われた場合、武器を持って助けに行くという任務です。自衛隊が「駆けつけ警護」を行うことに賛成ですか。反対ですか。
　賛成３７
　反対４９
◆安倍政権は今月、南スーダンに派遣される自衛隊の部隊に、「駆けつけ警護」の任務を与えました。現地では、政府軍と反政府勢力の間で衝突が起きています。南スーダンに派遣される自衛隊に「駆けつけ警護」の任務を与えたことに賛成ですか。反対ですか。
　賛成２８
　反対５６
◆アメリカの大統領選挙についてうかがいます。大統領選挙は、共和党のトランプさんが、民主党のクリントンさんを破って、次の大統領になることが決まりました。トランプさんが勝ったことは、よかったと思いますか。よくなかったと思いますか。
　よかった２０
　よくなかった４４
◆トランプさんがアメリカの大統領になることで、世界はよい方向に向かうと思いますか。悪い方向に向かうと思いますか。それとも、変わらないと思いますか。
　よい方向に向かう９
　悪い方向に向かう２６
　変わらない４０
◆トランプさんがアメリカの大統領になることで、日米関係はよい方向に向かうと思いますか。悪い方向に向かうと思いますか。それとも、変わらないと思いますか。
　よい方向に向かう９
　悪い方向に向かう２２
　変わらない４９
◆安倍首相は１８日、アメリカでトランプさんと会談しました。安倍首相がトランプさんと会談したことを評価しますか。評価しませんか。
　評価する７２
　評価しない１６
　　　　　◇
〈調査方法〉１９、２０の両日、コンピューターで無作為に作成した固定電話と携帯電話の番号に調査員が電話をかけるＲＤＤ方式で、全国の有権者を対象に調査した（固定は福島県の一部を除く）。固定は、有権者がいる世帯と判明した番号は１９４５件、有効回答９７１人。回答率５０％。携帯は、有権者につながった番号は２１０７件、有効回答１００２人。回答率４８％。
自衛隊の新任務　「支持しない」が半数以上
ＮＮＮニュース2016年11月20日 19:29
ＮＮＮが１８日～２０日に行った世論調査によると、国連平和維持活動のため南スーダンに派遣される自衛隊の部隊に駆けつけ警護などの新たな任務を加えたことについて、半数以上の５３．８％が「支持しない」と答えた。「支持する」は３３．０％だった。
　ＮＮＮがこの週末に行った世論調査によると、ＰＫＯ（＝国連平和維持活動）のため南スーダンに派遣される自衛隊の部隊に駆けつけ警護などの新たな任務を加えたことについて、半数以上の人が「支持しない」と答えた。
　世論調査では、駆けつけ警護などの新たな任務を加えたことを「支持しない」が５３．８％、「支持する」は３３．０％だった。また、南スーダンに平和維持活動を目的に自衛隊の派遣を続けることが「必要だと思わない」と答えた人は５１．５％、「必要だと思う」は３２．０％だった。
　一方、アメリカの次期大統領にトランプ氏がなることが「日本にとって良い方向になると思う」と答えた人は１８．９％の一方、「思わない」が４３．８％と上回った。さらに、トランプ氏が主張してきた、駐留米軍の費用を日本がもっと負担することについては「現状維持」が最も多く６３．５％、続いて、「負担を減らす」が２８．２％、「負担を増やす」は３．５％だった。
　来月の日露首脳会談で焦点となる北方領土問題で、４島一括返還ではなく２島先行返還の形で解決を目指すことについて、「良いと思う」が６３．１％、「良いと思わない」が２３．０％だった。
　また、安倍内閣を「支持する」と答えた人は前の月より３．８ポイント増えて５２．６％、「支持しない」は４．２ポイント減って２８．７％だった。
＜ＮＮＮ電話世論調査＞
【調査日】１１月１８日～２０日
【全国有権者】１６４４人
【回答率】４３．９％
ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｎｔｖ．ｃｏ．ｊｐ／ｙｏｒｏｎ／
野党４党　共産「野党連合政権」構想で溝
毎日新聞2016年11月21日 21時10分(最終更新 11月22日 01時26分)
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共産党提唱の「野党連合政権」に対する３党の反応
「本気」の共産、民進、自由、社民の３党と隔たり浮き彫り 
　次期衆院選を巡り「本気の共闘」を掲げて選挙協力を迫る共産党に対し、民進、自由、社民の３党との隔たりが浮き彫りになっている。共産党は来年１月の党大会で、４党による「野党連合政権」構想を正式決定する方針だが、民進党は拒否の姿勢で、自由、社民両党にも支持の動きはない。 
　共産党の小池晃書記局長は２１日の記者会見で、原発再稼働慎重派が自公推薦候補に勝利した新潟県知事選に触れ「各野党が、勝利のためにやれることは全てやる態勢ができた」と指摘し、衆院選について「本気の共闘の具体的内容は、それぞれの政党がお互いに候補者を推薦し合うことだ」と述べた。 
　共産党の「本気の共闘」「野党連合政権」路線は、１６日の第７回中央委員会総会で採択した党大会決議案に明記され、（１）共通公約（２）相互推薦・支援（３）政権問題での前向きの合意－－を目指す考えを盛り込んだ。 
　志位和夫委員長は「選挙協力に踏み込む以上は（政権構想を）責任を持って示す必要がある」と強調。連立に向けた合意抜きに選挙協力を進めれば「野合」批判を浴びるとの懸念が背景にある。 
　民進党は一貫して拒否の姿勢だ。野田佳彦幹事長は２１日の会見で「基本的な政策が一致しない、理念が違う政党と政権をともにすることはできない。何度も言ってきている」と述べた。蓮舫代表も「共産党の片思い」と述べるなど党内の拒否反応は強い。 
　だが、共産党との共倒れをさけたいのも本音だ。民進党は候補者競合を避ける「すみ分け」への着陸を期待する。社民党は共産党との連立の可能性を否定しなかったが、吉田忠智党首は１７日の会見で「ハードルが高すぎると民進党の中の議論が難しくなる」と全体を見極める構えだ。 
　自由党の小沢一郎共同代表は、民進、自由、社民３党の統一候補擁立を目指す。２０日の講演では「各党が一つの連合体として選挙に臨まないと候補者調整も難しい」と述べ、３党で政治団体を設立する構想を示した。小沢氏は共産の政権構想への評価は避けるが、側近は「共産党とは選挙区の選挙協力だけしかできない」と漏らす。 
　ただ、民進党内では小沢氏の構想にも「野合そのもの」との批判は強い。野党連携の必要性は認めつつ、道筋を描けない４党の模索が続く。【朝日弘行、葛西大博】 
次期衆院選　共産「１７選挙区一本化を」
毎日新聞2016年11月4日 08時30分(最終更新 11月4日 08時30分)
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共産が「必勝区」と位置づける衆院小選挙区の民進、共産の擁立状況
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次期衆院選の選挙協力を巡るスタンス
民進に取り下げ含め要求 
　共産党は３日までに、次期衆院選の小選挙区で議席獲得を目指す「必勝区」の原案を策定し、民進党に提示した。共産現職の地元を中心とした１７選挙区で共産候補へ一本化するよう求めた。このうち１０選挙区は既に民進が公認候補を内定済みで、事実上、候補取り下げの要求となる。【朝日弘行】 
　２０１４年衆院選で共産が小選挙区で獲得した議席は沖縄１区のみだが、今年９月の中央委員会総会で党勢拡大に向け、必勝区を積極的に設定する方針を打ち出した。 
　必勝区は１１都府県の１７選挙区。埼玉１５区、千葉１３区、神奈川１０区など８選挙区に比例代表で当選した現職を公認。長野４区、大阪２区など６選挙区で新人公認候補を内定し、候補が決まっていない大阪１７区、福岡１０区でも擁立を急ぐ。共産は民進との非公式協議で必勝区案を提示し、共産候補への一本化とともに推薦などの支援を求めている。 
　だが、民進は衆院定数の半数以上の候補擁立を目指しており、必勝区のうち１０選挙区では既に元職４人、新人６人の擁立を内定している。党内には「共産候補が出なければ６０選挙区ほどで与党を逆転できるかもしれない」（幹部）との期待もある。小選挙区での共産の候補擁立は控えてほしいのが本音だ。 
　そのうえ、支援労組・連合は共産との共闘強化に否定的だ。１０月の衆院２補選で民進幹部が共産幹部と並んで街頭演説したことにも強く反発した。民進は蓮舫代表が１日、連合の神津里季生会長と会談するなど、関係修復に乗り出しており、党幹部は「共産のために候補者を降ろすことは考えられない」と話す。 
　一方で、衆院２補選で公認候補予定者を取り下げ、民進公認に一本化した共産は、民進に譲歩を迫る。志位和夫委員長は１０月２７日の記者会見で「連合に従う道を選ぶのか、共闘に真剣に取り組む道を選ぶのかが問われている」と語った。 
　民進にとっても与党候補との接戦が予想される選挙区では共産の協力は不可欠という現実がある。民進は候補擁立をさらに進めたうえで共産との調整に入る方針だが、共産の必勝区では、結局は一定の譲歩を余儀なくされる可能性もある。 
日米連携を継続＝首相とオバマ氏、最後の顔合わせ
　【リマ時事】安倍晋三首相は２０日午後（日本時間２１日未明）、米国のオバマ大統領とペルーの首都リマで短時間、立ち話をした。両首脳は、中国の海洋進出や北朝鮮の核・ミサイル問題などを念頭に、「現下の国際情勢に対処するため、日米両国が引き続き、手を携えて取り組む必要がある」との認識で一致した。
　オバマ氏は来年１月に８年間の任期を終え、トランプ次期大統領に政権を引き継ぐ。安倍、オバマ両氏は、リマで同日閉幕したアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議の合間に言葉を交わした。これが最後の顔合わせとみられる。（時事通信2016/11/21-07:35）
原子力空母が帰港、横須賀基地　米海軍、長期航海終え

共同通信2016/11/21 13:53
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長期航海を終え、米海軍横須賀基地に帰港した原子力空母ロナルド・レーガン＝21日午前、神奈川県横須賀市

　米海軍横須賀基地（神奈川県横須賀市）に配備されている原子力空母ロナルド・レーガンが21日、9月からの長期航海を終え、同基地に帰港した。今後、メンテナンスに入るとみられる。

　長期航海中は、第7艦隊が担当する海域での警戒活動のほか日米共同統合演習などに参加した。

　第5空母打撃群の司令官、チャールズ・ウィリアムズ少将は記者団に「海上自衛隊との結束は固い。演習では関係の強さが実証された」と話した。

国防長官に「狂犬」マティス元司令官検討　トランプ氏
朝日新聞デジタルワシントン＝佐藤武嗣2016年11月21日00時41分

１９日、トランプ次期米大統領（左）と会談したジェームズ・マティス元中央軍司令官＝ＡＰ
　米国のトランプ次期大統領（７０）は２０日、新政権の国防長官にジェームズ・マティス元中央軍司令官（６６）の起用を検討していると明らかにした。一方、１９日には国務長官候補の一人として名前があがっているミット・ロムニー元マサチューセッツ州知事（６９）と会談し、外交問題で意見交換。近く両ポストを発表するとみられる。
　トランプ氏は１９日、トランプ氏が経営するゴルフ場にマティス氏を招き、約１時間会談した。２０日朝、自らのツイッターで「マティス大将は非常に印象的だった。大将のなかの大将だ」と語り、国防長官の最有力候補であると明かした。
　マティス氏は軍歴４４年の元海兵隊大将。イラク戦争などでの戦闘指揮経験が豊富で、「狂犬」の異名を持つ。イランとの核問題の合意に強く反対している。
　一方、トランプ氏は１９日にロムニー氏とも約１時間半会談した。ロムニー氏は会談後、記者団に、ポスト就任の打診があったかは明言を避けつつ、「様々な世界情勢に関し、広範な議論を交わした」と強調。「トランプ氏と話す機会が得られて光栄だ。次の政権が誕生するのを楽しみにしている」と語った。
　ロムニー氏は２０１２年の大統領選の共和党候補。今回の選挙ではトランプ氏を「ペテン師で大統領になる資質も判断力もない」と痛烈に批判して不支持を表明し、対立していた。
　選挙後、ロムニー氏は国務長官候補として浮上。２０日にはペンス次期副大統領もテレビ番組で「積極的に検討している」と語った。ただ、米ロ関係の改善を模索するトランプ氏に対し、ロムニー氏は対ロシア強硬派で、外交方針が合うかどうかは不透明だ。
　国務長官候補には、ルドルフ・ジュリアーニ元ニューヨーク市長やジョン・ボルトン元国連大使、サウスカロライナ州のニッキー・ヘイリー知事らの名前も取り沙汰されている。（ワシントン＝佐藤武嗣）
トランプ新政権の国防長官も「強硬派」有力　タカ派色が一層強く

東京新聞2016年11月22日 朝刊

　【ワシントン＝石川智規】トランプ新政権の国防長官にジェームズ・マティス元中央軍司令官（６６）が有力視されていることが二十日明らかになった。新政権の大統領補佐官（国家安全保障問題担当）にはマイケル・フリン氏（５７）、司法長官にはジェフ・セッションズ氏（６９）ら強硬派が既に指名されており、マティス氏が正式に指名されれば、新政権の「タカ派色」が一層強まることになる。

　マティス氏の起用については、トランプ次期大統領自身がツイッターに書き込んだ。トランプ氏は「国防長官を検討している『狂犬』マティス氏との昨日の会談は、非常に印象的だった」と評価した。トランプ氏は十九日、東部ニュージャージー州で副大統領候補のペンス氏とともにマティス氏と会談していた。

　マティス氏は退役海兵隊大将。好戦的な姿勢から「狂犬」の異名も。二〇〇一年アフガニスタン攻撃に参加し、〇三年イラク戦争で海兵隊師団を率いた。一〇年に中東地域を担う中央軍司令官に就任。「戦争は非常に楽しい。一部の人間を撃つことができる」と発言し、問題になったこともあった。
防衛省、ミサイル防衛能力の向上を目指す委員会を近く設置の方向
ＦＮＮニュース11/22 04:58
北朝鮮による核実験や、弾道ミサイルの発射が相次いでいることを受け、防衛省が、ミサイル防衛能力の向上を目指す委員会を、近く設置する方向であることがわかった。
設置が検討されている委員会は、防衛副大臣を委員長として、「弾道ミサイルへの対処能力の総合的な向上」に取り組むもの。
防衛省は今後、現在のミサイル防衛システムの能力向上や、追加配備に加え、新たなシステムの導入に向けた、研究や開発も検討する方針で、2017年夏までに、将来的な弾道ミサイル防衛の方針を取りまとめ、稲田防衛相に報告する考え。
一方、稲田防衛相は、12月11日にグアムを訪れ、アメリカ軍が配備している最新鋭の「THAAD(迎撃ミサイルシステム)」を視察する方向で検討している。
軍事情報協定、締結急ぐ＝国政混乱影響か－日韓
　【ソウル時事】日韓両国の防衛機密や北朝鮮に関する情報の共有が可能となる軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）について、両政府は２３日にも、ソウルの国防省で署名することで合意した。韓国国防省関係者が２１日、明らかにした。朴槿恵大統領の親友による国政介入事件を受け、韓国で大統領弾劾に向けた動きが顕在化する中、朴大統領が政治的決断を下せるうちに、協定締結を急いだ形だ。
　日韓両政府は２２日、協定案をそれぞれ閣議決定する予定。署名は韓民求国防相と長嶺安政駐韓大使が交わすという。国会の承認は不要なため、署名が済めば協定は早期に発効する見通し。（時事通信2016/11/21-18:15）
「土人発言、差別と断定できず」は訂正不要　政府答弁書
朝日新聞デジタル2016年11月21日23時23分
　沖縄県の米軍施設建設現場付近で機動隊員が抗議活動をしている人に「土人」と叫んだことを鶴保庸介・沖縄北方相が「差別と断定できない」と述べたことについて、政府は鶴保氏の訂正や謝罪は不要とする答弁書を閣議決定した。大西健介衆院議員（民進）の質問主意書に答えた。
　鶴保氏は２１日の衆院決算行政監視委員会で「（発言を）差別と断定する立場にない」との考えを示した。これに対して、大西氏は「なぜ不適切だった、申し訳ないと言えないのか。沖縄の皆さんの気持ちを踏みにじっている。沖縄担当大臣として失格だ」と批判した。
　答弁書は、土人という言葉に「未開の土着人」との軽侮の意のほか、「その土地に生まれ住む人」などの意味もあり、差別用語にあたるかどうか「一義的に述べることは困難」と説明。訂正や謝罪が不要と判断した理由として、鶴保氏が機動隊員が土人と叫んだこと自体を「許すまじきこと」とし、「沖縄県民の感情を傷つけたという事実があるならば襟を正していかなければならない」との趣旨の発言をしたことを挙げた。
　土人発言をめぐってはこれまで、金田勝年法相が差別用語との認識を示しているほか、沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事が「土人発言は言語道断。鶴保氏は沖縄への理解が進んでいないのではないか」と批判している。大西氏は質問主意書で「一般に、報道機関では土人という言葉は差別用語として、表現の自主規制対象用語に指定されている」などと指摘していた。
沖縄知事、アセス実施を要請＝防衛相は応ぜず－北部訓練場
　稲田朋美防衛相は２１日、沖縄県の翁長雄志知事と防衛省で会談した。翁長氏は、米軍北部訓練場（同県東村など）で移設工事が進むヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）に関し、本格的な運用前に米新型輸送機ＭＶ２２オスプレイを対象にした環境影響評価（アセスメント）を実施するよう要請。稲田氏は「沖縄の基地負担軽減ということで理解願いたい」と述べ、応じなかった。（時事通信2016/11/21-20:23）
防衛相 北部訓練場の返還実現に理解求める
ＮＨＫ11月21日 20時34分
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稲田防衛大臣は、防衛省で沖縄県の翁長知事と会談し、アメリカ軍北部訓練場の返還をめぐって、翁長知事が新型輸送機オスプレイによる環境への影響を事前に調査するよう求めたのに対し、稲田大臣は年内の返還実現などに理解を求めました。
稲田防衛大臣は、２１日午後、防衛省で沖縄県の翁長知事と会談し、政府が年内の返還実現を目指しているアメリカ軍の北部訓練場をめぐって意見を交わしました。
この中で翁長知事は、ヘリコプター発着場を移設する工事の完了が、総面積の半分を超える返還の条件となっていることについて、「発着場の運用により、騒音が増加し、生活環境や自然環境への影響が懸念されている」と述べ、新型輸送機オスプレイによる環境への影響を事前に調査するよう求めました。
これに対し稲田大臣は、「北部訓練場の返還は沖縄の負担軽減につながると考えており、誠心誠意、対応していきたい」と述べ、年内の返還実現などに理解を求めました。
会談のあと翁長知事は記者団に対し、「オスプレイは容認できず、事前調査をやってもらわないといけない。それまではオスプレイが飛ぶなどというのはありえない話だ」と述べました。
沖縄ヘリパッド 　翁長知事がアセス再実施の要望書提出
毎日新聞2016年11月21日 20時46分(最終更新 11月21日 20時46分)
　沖縄県の翁長雄志知事は２１日、防衛省で稲田朋美防衛相と会談し、米軍北部訓練場（同県東村、国頭村）へのヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）移設に関し、米垂直離着陸輸送機ＭＶ２２オスプレイを対象とした環境影響評価（アセス）の再実施を求める要望書を提出した。稲田氏は、再実施ではなく事後調査する方針を伝えた。 
　要望書は県、東村、国頭村の連名。防衛省が２００７年度に行った自主的なアセスは輸送ヘリＣＨ５３を対象としていたことを挙げ「エンジンの性能も異なり、環境への影響が大きく異なる」と指摘。オスプレイ対象のアセスの事前実施と、改めてのオスプレイ配備撤回を求めた。翁長氏は記者団に「調査をしないで（オスプレイが）飛ぶことは信義違反だ」とけん制した。 
　北部訓練場を巡っては、政府はヘリパッド４カ所の移設工事を来月中旬に終わらせ、一部の土地が同２２日に返還される予定。防衛省はヘリパッド移設後の事後調査で済ませる考えだ。稲田氏は会談で「日本全体でオスプレイを受け入れようとしている」と述べ、理解を求めた。【村尾哲】 
米軍北部訓練場、12月22日に返還　沖縄知事は環境調査要請 
日経新聞2016/11/21 20:10
　政府は沖縄県最大の米軍区域・施設である北部訓練場（東村、国頭村）をめぐり、米国が過半の土地を返還する日程が12月22日になると地権者らに通知した。翁長雄志知事は21日、訓練場で使う米軍新型輸送機オスプレイの騒音などの環境影響評価（アセスメント）を返還前に実施するよう政府側に要請した。防衛省で会談した稲田朋美防衛相は明言を避けた。
　北部訓練場の返還は、その予定地にあるヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）を米軍区域が引き続き残る場所に移すのが前提で、移設作業は12月中に終了する見通し。全体で約7800ヘクタールの土地のうち、約４千ヘクタールが返還される。汚染除去などを経て、地権者らに戻る。
　翁長氏は返還には歓迎しつつも、オスプレイ配備撤回を求める微妙な立場。翁長氏は政府による過去のアセスメントの対象がＣＨ53ヘリコプターの騒音だったため、再調査を求めた。ヘリパッド建設反対を訴える翁長氏の支持者らの意向に配慮したものだ。
北部訓練場のオスプレイ環境影響評価　翁長氏、防衛相に要請

東京新聞2016年11月22日 朝刊

 　沖縄県の翁長雄志知事は二十一日、防衛省で稲田朋美防衛相と会談し、米軍北部訓練場（同県東村、国頭村）で建設中のヘリコプター離着陸帯で運用される新型輸送機オスプレイを対象とした環境影響評価（アセスメント）の実施を求める要請書を手渡した。

　要請書は沖縄県知事と東、国頭両村長の連名。政府による過去のアセスは別機種が対象で「騒音や排気熱の影響が大きく異なる」として再実施を求めた。米軍普天間飛行場（宜野湾市）に所属するオスプレイの配備撤回も盛り込んだ。

　会談で翁長氏は「オスプレイに対する県民の不安が払拭（ふっしょく）されていない」と再アセスの必要性を強調。稲田氏は「誠心誠意対応していきたい」と述べたが、実施するかどうかについては明言を避けた。

　北部訓練場は来月二十二日の部分返還が日米間で固まっており、米側が条件としている離着陸帯の建設工事を防衛省が急ピッチで進めている。

米ステルス機配備、「白紙撤回」を…市民集会

読売新聞2016年11月21日 13時05分



集会で「白紙撤回」と記された紙を掲げる参加者たち

　機種変更に伴う米軍岩国基地（山口県岩国市）への最新鋭ステルス戦闘機Ｆ３５Ｂの配備計画に反対する市民集会が２０日、岩国市役所前の公園で開かれた。

　基地の機能強化に反対する地元の４団体でつくる実行委員会が企画し、数百人が参加。市外からも労組や平和団体の関係者が多く集まった。

　配備計画を巡っては、村岡知事が８日、岩国市の福田良彦市長らと会談し、受け入れを表明。しかし同日、Ｆ３５Ｂが１０月下旬に米国内で飛行中に事故を起こしていたとの情報が防衛省側から寄せられ、知事らは判断を留保している。

　大会では、「Ｆ３５Ｂの事故で、国が示す安全の根拠が崩れ、騒音のデータは不十分。県も市も配備容認を白紙撤回するのは当然」などとするアピールが読み上げられ、参加者らは「白紙撤回」と記された紙を頭上に掲げ、配備計画に反対の意志を示した。

しんぶん赤旗2016年11月22日(火)

Ｆ３５将来核搭載可能　　衆院委　大平氏に防衛相

　稲田明美防衛相は２１日、衆院決算行政監視委員会の第２分科会で、米海兵隊岩国基地（山口県岩国市）に来年１月から配備予定のＦ３５Ｂステルス戦闘機について、将来的に核の搭載が可能になるとの見解を示しました。日本共産党の大平喜信衆院議員が質問しました。
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（写真）質問する大平喜信議員＝21日、衆院決算行監委


　大平氏は、米国の核戦略の方針となる「核態勢の見直し（ＮＰＲ）」（２０１０年４月発表）の資料に、同機が非戦略核兵器を装備する可能性があると述べていることを示し、見解をただしました。

　稲田氏は、「将来的には（同機も）含まれる」と述べ、「現時点でＦ３５は核搭載能力を持つには至っていない」と答弁。大平氏は「Ｆ３５Ｂに核兵器が配備される可能性があると認めたもので、重大だ」と指摘しました。

　大平氏は岩国基地配備後にＦ３５Ｂステルス戦闘機が行う訓練についてただしました。

　政府側は、訓練場所について、米側の説明にふれ、機種変更の対象となるＦＡ１８ホーネットや、ＡＶ８Ｂハリアーとほぼ同様の方法・場所における訓練が見込まれると答弁。中国山地での低空飛行訓練を行う可能性を認めました。

　大平氏は、低空飛行など従来と同様の訓練が行われれば、「騒音などによって訓練直下の住民の負担が増す」と述べ、「問題点が山積みのＦ３５Ｂを岩国に配備することは絶対に認められない」と強調しました。

中立・公正な審理求め集会、沖縄　那覇で9百人、辺野古訴訟

共同通信2016/11/21 17:1211/21 17:14updated
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米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設を巡る訴訟の上告審に向けた集会に、プラカードを掲げ参加した人たち＝21日午後、那覇市

　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設を巡る国と沖縄県の訴訟で、移設に反対する市民らは21日、最高裁に「中立・公正な審理」を求める集会を那覇市で開き、主催者発表で約900人が参加した。

　9月の一審福岡高裁那覇支部判決は国側の全面勝訴となり、県側が上告している。稲嶺進名護市長は「高裁で弁論はわずか2回で証人もほとんど却下され、審理は不十分だった。最高裁には、しっかりした審理と歴史に悔いを残さない判決を期待したい」と強調した。

　名護市から参加した浦島悦子さん（68）も壇上で「最高裁には、本当に公正で中立な審理と判決を求めたい」と主張した。

しんぶん赤旗2016年11月22日(火)

最高裁　中立・公正な審理を　辺野古訴訟　オール沖縄会議集会　那覇
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（写真）最高裁に中立・公正な審理を求める集会で訴える稲嶺名護市長＝２１日、那覇市


　「辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議」は２１日、那覇市の福岡高裁那覇支部前で「最高裁に中立・公正な審理を求める集会」を開きました。主催者発表で９００人が参加しました。

　オール沖縄会議共同代表の稲嶺進名護市長は、高裁判決は審理が不十分なまま全面的に国の主張を取り上げた不当なものだったと批判し、「最高裁には歴史に悔いを残さないような判決を期待する」とのべるとともに、裁判所の外からもしっかりと訴え続けようと呼びかけました。

　集会では照屋寛徳、玉城デニー、仲里利信各衆院議員、糸数慶子参院議員があいさつ。赤嶺政賢衆院議員、伊波洋一参院議員がメッセージを寄せました。

　新風会の金城徹那覇市議は、地方自治を否定する国の強硬な姿勢を批判しました。

　島ぐるみ会議・名護を代表して浦島悦子さんが発言しました。

　名護市民投票で新基地ノーの市民の意思を示したにもかかわらず、基地を受け入れさせるためのアメとムチの政策によって地域が引き裂かれた苦しみと、稲嶺進市政を誕生させ自立の道を歩み始めたことを報告。最高裁でどんな判決が出ようとも、「大切な自然と子どもたちの未来のために基地は造らせない」と誓いました。

　うるま市や糸満市の島ぐるみの代表も、それぞれの取り組みと決意を発言しました。

安保、国民的議論を＝知事会で基地負担軽減訴え－沖縄知事


全国知事会の米軍基地負担に関する研究会の初会合で、沖縄県の負担軽減を求める翁長雄志同県知事＝２１日午後、東京都内
　全国知事会は２１日、東京都内で、米軍基地負担の在り方に関する研究会の初会合を開いた。沖縄県の翁長雄志知事は「日本の安全保障は日本国民全体で考えてほしい」と述べ、基地が集中する同県の負担軽減に向け、国民的な議論を求めた。研究会はトランプ次期米大統領の外交政策を見極めた上で、年明け以降、米軍基地の課題など個別テーマの検討を開始。必要に応じ、国に政策提言を行う。
　会合の冒頭、山田啓二全国知事会長（京都府知事）は「沖縄に基地負担の大半が重くのしかかっていることに、共通の理解を持って対応しなければならない」と指摘。翁長氏は「米軍基地は沖縄経済発展の最大の阻害要因になっている」と訴え、在日米軍の専用施設面積の７５％が沖縄に集中する一方、県経済に占める米軍基地関連収入が５％程度にとどまる現状を説明し、見直しを求めた。
　会合後、翁長氏は記者団に「トランプ米大統領が生まれ、世界も動く中で、日本の国の在り方を考えてもらいたい」と述べ、研究会での議論に期待を示した。（時事通信2016/11/21-18:40）
基地問題で初会合開く　全国知事会の研究会 
日経新聞2016/11/21 18:05
　全国知事会は21日、沖縄県の米軍基地負担の軽減を目指し、知事会内に設けた研究会の初会合を開いた。メンバーは沖縄県の翁長雄志知事を含む11道府県の知事で、日米地位協定の課題などを協議する。座長は上田清司埼玉県知事が務め、今後は２～３カ月に１回のペースで開く見通し。
　会合では翁長知事が沖縄県の基地負担の実情を説明。知事会の山田啓二会長（京都府知事）は「大変な負担を強いられている沖縄県からの提案を踏まえて、何ができるか検討を深めていきたい」と述べた。
　研究会は沖縄県の要請を受け、７月に開催された全国知事会議で設置を決定。有識者へのヒアリングなども行い、研究会として新たな提言を取りまとめる場合は、知事会全体で改めて議論する。
　会合後、翁長知事は記者団に「これからの地方自治や民主主義を考える上でも、全国の知事が認識を共有する方向で議論が深まればありがたい。日本の安全保障は日本国民全体で考えてもらいたい」と強調した。基地問題を巡っては、全国知事会と別に、米軍基地や関連施設を抱える15都道府県でつくる「渉外知事会」がある。
社説　[馬毛島買収へ] 政府は丁寧に説明せよ
南日本新聞11/20付
　にわかに計画が動き出したのか。今後の推移を注視していかなければならない。
　政府が西之表市の馬毛島を買収する方向で所有者と交渉することで合意したという。
　米軍空母艦載機による陸上離着陸訓練（ＦＣＬＰ）の移転先として活用するためである。
　沖縄県の基地負担軽減策として米軍普天間飛行場（宜野湾市）所属の新型輸送機オスプレイの訓練移転も検討する。
　ＦＣＬＰを巡っては地元で賛否が交錯している。政府は地元の頭越しに進めるのではなく、丁寧に説明すべきだ。
　馬毛島は西之表市の西１２キロに位置する無人島だ。面積は約８平方キロあり、大部分は東京の開発会社が所有している。
　訓練移転が在日米軍再編計画に絡んでいることに留意したい。
　政府は、馬毛島に南西諸島地域の防衛力強化と災害対応拠点となる自衛隊施設を整備し、併せてＦＣＬＰを実施する計画だ。
　米軍厚木基地（神奈川県）の艦載機は現在、硫黄島（東京）で訓練を行っている。
　だが、艦載機が岩国基地（山口県）に移駐するのに伴い２０１１年、馬毛島はその移転候補地として日米安全保障協議委員会の共同文書に明記された経緯がある。
　ＦＣＬＰ移転計画を巡っては、種子島と屋久島の４市町はいずれも住民の過半数の反対署名を集め、国に対し計画の白紙撤回を再三申し入れてきた。ただ、この５年間で変化もみられる。
　熊毛地区４市町の首長、議長でつくる「米軍基地等馬毛島移設問題対策協議会」は反対の立場である。しかし、１２年１２月に中種子町議会、昨年７月には南種子町議会がそれぞれ離脱した。
　「公正中立の立場で情報収集するため」というのが離脱の理由である。情報収集するのは当然としても、地元が細かな情報を得ているとは聞かない。
　反対の立場である西之表市の長野力市長は「突然のことで驚いている」と戸惑いを隠さない。
　西之表市は来年１月に市長選挙がある。長野市長は今季限りでの引退を表明し、これまでに推進派２人、反対派３人、態度を明らかにしていない１人の計６人が立候補を表明している。
　結果次第では計画が一気に進むことも考えられる。
　米軍基地が集中する沖縄県の負担軽減は理解できる。だが、反対が根強い中、政府が一方的に計画を進めることは容認できない。地元の意向を尊重した対応に心を砕くべきだ。
（核リポート）脱原発訴訟の先頭に立つ、元裁判長の決意
朝日新聞デジタル聞き手・小森敦司2016年11月21日16時56分

井戸謙一弁護士＝１１月９日、滋賀県彦根市




　東京電力福島第一原発の事故後、若狭湾の原発の運転差し止めを求める住民らの訴えを司法は二度認めた。住民側弁護団の先頭に立つのは、裁判官出身の弁護士、井戸謙一さん。裁判長時代、巨大地震による事故のリスクを指摘し、営業運転中の原発差し止めを初めて導いたその人だ。原発の是非をめぐり、司法判断の流れは変わりつつあるのか。３・１１のショックで立ち上がったという弁護士は、かぎを握るのは「世論」と語る。
世界各地から「核リポート」
特集：核といのちを考える
■きっかけは３・１１
　――脱原発の一連の訴訟にかかわるきっかけは。
　「福島の事故のあと、同じ滋賀県の故・吉原稔弁護士から『大津地裁で原発差し止めの裁判をやりたいので弁護団に入ってくれないか』と誘われたのですが、私はお断りしていたんです。ついこの間まで法壇（裁判官席）の真ん中にいた人間が、自分がかかわったのと同種の裁判で当事者席に座るのは、品がないように思えて。それが、吉原弁護士が、とにかく話だけでもと来られたのですが、若手弁護士３人も一緒で、もう、私がウンと言うまで絶対に帰らないという雰囲気（笑）。それで『アドバイザーなら』と承諾したんです」
　「そうして２０１１年８月、定期検査で停止中の関西電力の福井県内の原発７基について再稼働を認めないよう求める仮処分申請を大津地裁に出しました。しかし、１２年初め、吉原弁護士が病に倒れてしまって。弁護団を見渡すと若い人ばかり。オレがやると腹を決めました。これとは別に、１１年６月、別の親しい弁護士から、放射線の悪影響を心配して子どもの疎開を求める集団訴訟に誘われ、その仮処分申請を福島地裁の郡山支部に出しにいくのですが、いきなりテレビカメラの前で先頭を歩かされ、記者会見を仕切らされ、中心的立場になってしまいました」
　――原発の差し止めを認める０６年の金沢地裁判決を書いたという経験も背中を押したのでは。
　「やはり、３・１１ショックです。原発の差し止めを認める判決を出したとはいえ、こんなに早く事故が起き、あんな大変な事態を招くとはイメージしていませんでした。福島の事故で明らかになった原発の集中立地や使用済み核燃料のプールの危険性についても、自分の認識の甘さを思い知らされました。もっとも、あれほどの事故が起きたのだから、日本の原子力政策は、私なんかが声を上げなくても根本的に変わるだろうと思いました。ところが、日本政府は何もなかったかのように原発再稼働路線を進めます。放射線防護もめちゃくちゃ。国民のために働いていると思っていた官僚に裏切られた、とショックでした。自分の中に『義憤』を覚えました」【続きあり】
産経新聞2016.11.21 18:21更新 
【ＴＰＰ】共産・小池晃書記局長「死んでいる」　民進・野田佳彦幹事長「急に自由貿易の旗を掲げて…」野党幹部が首相を批判
　環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）に参加する１２カ国がペルーの首都リマで開いた首脳会合で、安倍晋三首相が「われわれが現状にひるんで国内手続きをやめてしまえばＴＰＰは完全に死んでしまう」と述べたことに対し、野党幹部が２１日、一斉に批判した。
　民進党の野田佳彦幹事長は記者会見で、日本の貿易総額に占める自由化相手国の割合（ＦＴＡ比率）が米国や韓国に比べ低いと指摘した上で「一周遅れ、二周遅れの日本が、ＴＰＰの問題だけで急に自由貿易の旗印を掲げているような言い方に不満がある」と不快感を示した。
　共産党の小池晃書記局長も記者会見で「トランプ氏が（次期）大統領になった時点で死んでいる」と言及。「もう成り立たない条約であることは明らかだ。日本がしゃにむに審議をしていくのは非常に異様なやり方だ」と述べ、今国会でＴＰＰ承認案と関連法案の成立を目指す政府・与党を批判した。
自民 来年度予算編成方針の原案を了承
ＮＨＫ11月21日 17時31分
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自民党は、政務調査会の会合を開き、財政健全化を着実に進める一方で、成長戦略の鍵となる「研究開発」の支援などに予算を重点配分するなどとした、来年度の予算編成に向けた、政府の基本方針の原案を了承しました。
来年度の予算編成を前に、政府は財政健全化を着実に進める一方で、「子育て」や「介護」の充実と、成長戦略の鍵となる「研究開発」の支援に予算を重点配分する方針を盛り込んだ基本方針の原案をまとめています。
これを受けて、自民党は２１日、茂木政務調査会長らが出席して会合を開き、政府側から基本方針の原案の説明を受けました。これに対して出席者からは、「アベノミクスの恩恵は地方にまで及んでおらず、地方が底力を発揮できるような方向性を打ち出してほしい」などの意見が出されましたが、原案を最終的に了承し、今後の対応を茂木氏に一任しました。
政府は、今週中に開かれる予定の経済財政諮問会議での議論を経て基本方針を閣議決定することにしています。
１８年秋、再び住民投票を＝大阪都構想是非問う－維新・松井氏


インタビューに答える日本維新の会の松井一郎代表＝２１日、大阪市中央区
　日本維新の会代表で大阪府知事の松井一郎氏は２１日、時事通信のインタビューに応じた。昨年５月に住民投票で否決された「大阪都構想」について、公明党の協力を得て２０１８年秋をめどに住民投票を再び実施、是非を問いたい意向を改めて示した。
　大阪市を廃止して特別区に再編する都構想をめぐり松井氏は、議会の同意を前提に「新たな都構想の設計図を議論する法定協議会を来年４月に設置し、１年ぐらい議論したい」と語った。
　維新は府、市両議会で過半数に満たず、都構想の実現に向け公明党の協力を念頭に置く。ただ、同党は特別区設置ではなく、市を残したまま行政区を強化する総合区の導入を提案している。松井氏は「われわれの公約実現にも協力してもらいたい」と秋波を送った。　
　来年の東京都議選では、府が独自に一定の所得制限を設けて実施している私立高校の授業料無償化を公約に掲げる方針を明らかにした。小池百合子都知事との連携については「政策が一致すれば連携する」と語った。
　松井氏は他に、橋下徹前大阪市長が次期衆院選に出馬する可能性に関し、「ない」と述べつつ、「本人が決めることだ」と話した。（時事通信2016/11/21-21:14）
産経新聞2016.11.21 14:20更新 
【正論】現実水準に達した集団的自衛権　防衛努力加速なら日米関係は強力になる　
ヴァンダービルト大学名誉教授　ジェームス・Ｅ・アワー

ジェームス・Ｅ・アワー氏（寺河内美奈撮影） 
≪変遷してきた９条解釈≫
　安倍晋三内閣が、限定された特定の場合において集団的自衛権の行使を容認すると決めてから２年余りがたった。内閣法制局はこのほど、憲法第９条で容認される事項および禁止事項について、見解の変更を記した解釈集（『憲法関係答弁例集（第９条・憲法解釈関係）』）を作成した。
　自衛行為を含む全ての武力行使を禁ずるとした、米国が起草した憲法草案の第９条を修正した芦田均氏は、（柔軟な憲法解釈を目指して）日本が自衛権を行使できる法的な可能性を残しておいた。
　日本および海外の多くの批評家たちが完全に忘れているのは、国会の承認を経て１９４７年に施行された日本国憲法の中の芦田修正が加えられた第９条は、国際紛争を解決する目的においてのみ、攻撃的軍事力の行使を禁じているということである。
　実際、５９年に最高裁は（砂川事件の判決で）第９条は自衛権を否定していないとの判断を示した。
　しかし７２年、当時の佐藤栄作内閣は、日本が主権国家として集団的自衛権を有するが、それを行使することはできないとする内閣法制局の決定を受け入れた。政府は、集団的自衛権を行使しないとの政治的判断を下す権利はあるが、集団的自衛権を行使すること自体は、法的に禁じられていなかった。
≪米国の相対的な力は不確実≫
　自衛隊が合法か否かは５４年に自衛隊法が成立した際に論議の的となった。そこで日本政府は「自衛力」は「戦力」とは異なる存在だと区別し、同法は「必要最小限度の規模」の自衛力を整備するのが目的であり、その規模は同法により制限されるとした。それは、あらゆる法的限度を下回るものだとしても、実利的観点での政治判断だったといえる。
　これまで議論されてこなかった重要な問題は、５０年代から冷戦の期間中、日本の自衛力は自らを守るには不十分、つまり「必要最小限度」を満たしていなかったことだ。日本の安全保障は、６０年に米国と合意した「日本の領土への攻撃は、米国の平和と安全への危機でもあると見なし、日本と一緒に共通の危機に立ち向かう」という条約同盟関係に依存してきた。私は、安倍首相が、日本のこれまでの取り組みの水準は不十分だったことを完全に理解しているのだと思う。
　日本の自衛力の水準は８０年代から著しく向上している。しかし、ポスト冷戦時代となってもその水準は、一定の核と通常ミサイル戦力を有しているとみられる北朝鮮と、とりわけ東シナ海と南シナ海で高性能兵器を増強させ、発言や行動を活発化させる中国の脅威の前では依然、必要最小限に達していない。
　絶対的な脅威状況は、冷戦時代に比べれば大きくないかもしれないが、当時は誰も日本が自らの手で旧ソ連を抑止することを期待していなかった。
　しかし現在、日本に対する脅威は増大しているし、日本人の多くは太平洋での米国の相対的な力は昔ほど確かではないと感じている。だからこそ安倍政権は２０１４年、内閣法制局の１９７２年の見解を修正したのだ。
　日本人の中には、次期大統領となるトランプ氏が在日米軍への思いやり予算を増やすよう要求するのではないかと考える人がいる。だが、トランプ氏は力を増す中国に対して、危険なまでに弱まるに任せた米国の防衛力を強化させたいと思っているだろう。
　８２年に中曽根康弘首相とレーガン大統領がそうであったように、トランプ氏は、アジア太平洋地域で日米相互の抑止力を強化するための努力をもっとするように、安倍首相に圧力をかけるはずだ。
≪日米の行動が最大の抑止力に≫
　法制局の解釈集は、２０１４年の安倍内閣の決断と、それを実行に移す新たな安全保障関連法が、１９７２年の法制局による見解を変えたことを確認した。また、今日の安全保障環境における特定の切迫した状況下では、他国に対する武力攻撃を契機とする集団的自衛権の行使は、他国を守るためではなく、日本を守るためにやむをえず必要な手段なのだ、として見解変更は正当だと説明している。
　２０１４年の（集団的自衛権の解釈）変更は、一部の勢力から危険視された。だが、日本が南シナ海から締め出されたり、北朝鮮が核保有国としての地位を確立したりする前に、政治的に追加の法的手段を検討するのは、まさに賢明だったといえる。
　もし、米国と日本は太平洋全域の平和維持のために共に行動するのだと中国に確信させれば、一体になって行動する米第７艦隊と海上自衛隊の護衛艦隊は、中国海軍よりも優勢となり、最大の抑止力となるだろう。
　私は安倍内閣による、法律に基づいた合法的な集団的自衛権を現実的水準まで容認するという目標は、日本の安全保障上の利益にとって、きわめて常識にかなうと信じる。日本の防衛努力が加速されれば、日米の防衛関係は今以上に強力なものとなるだろう。(ヴァンダービルト大学名誉教授　ジェームス・Ｅ・アワー)
社説　貿易の自由化　懐疑論と向き合おう
朝日新聞2016年11月22日05時00分
　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）は、依然として先行きが見えない。中心国である米国のトランプ次期大統領は選挙戦で「撤退」を唱え、当選後は沈黙を守ったままだ。
　状況が不透明な中で、どんなメッセージを発するのか。注目されたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）が終わった。
　首脳宣言とその付属文書は、世界で高まる保護主義に対抗すると明確にうたった。２１のすべての加盟国・地域が参加するアジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）を目指すことを再確認し、ＴＰＰと、経済規模で中国が中心の東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）の両方を実現すると改めて示した。
　注目したいのは、宣言に「自由貿易に対する懐疑的な見方」という文言が盛り込まれ、「自由化が不平等と格差を広げている」との反発に向き合おうとする意識がうかがわれることだ。
　さらに歩を進め、協調して対策を講じていくことにこそ、保護主義の広がりを防ぎ、世界経済の低迷を脱するカギがある。
　国と国との間の、あるいは国内の不平等の拡大と、それが持続可能な発展を妨げる恐れについては、これまでも繰り返し指摘されてきた。今回わざわざ「懐疑論」に触れたのは、英国の欧州連合（ＥＵ）からの離脱決定や、米大統領選でトランプ氏の予想外の勝利に直面し、かつてないほど危機感が強まったことが背景にある。
　不平等・格差への不安や怒りを解消していくことは、短期間では難しい。グローバル化や既得権益への反発の急速な広がりを考えれば、時間を浪費している余裕はない。
　首脳宣言は「貿易および開かれた市場の恩恵がより効果的に幅広く一般の人に伝えられることが必要」と指摘した。首脳会議に先立つ担当閣僚会議では「説明だけでなく、具体的に恩恵が広く行き渡るようにすべきだ」との発言が相次いだ。問われているのは実行である。
　教育、女性、健康と福祉。失業、中小零細企業、都市と農村。環境と気候変動……。今回のＡＰＥＣで決まった各種の文書には、こんな言葉がちりばめられている。不平等・格差の原因となり、それを克服するための課題を示すキーワードだ。
　先進国か途上国かをはじめ、国や地域ごとに異なる問題と経験を持ち寄り、解決を図っていく。それを、国連や世界貿易機関（ＷＴＯ）という地球規模に広げ、加速していく。
　今回のＡＰＥＣを、その出発点としなければならない。
社説　ＴＰＰ首脳会合　高度な貿易合意を無にするな

読売新聞2016年11月21日 06時00分

　世界に例を見ない広範な貿易・投資ルールの実現に向け、参加国の覚悟が改めて問われていると言えよう。

　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）参加１２か国の首脳会合がペルーで開かれた。

　発効には、承認国の国内総生産（ＧＤＰ）合計が全体の８５％を占める必要がある。単独で６０％を超える米国抜きには成立しない。

　トランプ次期米大統領は「米国の雇用を奪う」と、選挙中にＴＰＰからの撤退を公言しており、協定の発効が危ぶまれている。

　安倍首相は会合で「我々が現状にひるんで国内手続きをやめてしまえば、ＴＰＰは完全に死んでしまい、保護主義を抑えられなくなる」と反転攻勢を訴えた。

　参加各国が、協定の経済的、戦略的な重要さを再認識し、発効に向けた国内手続きの推進を確認したのは当然である。

　ＴＰＰは関税の撤廃・削減を始め、知的財産の保護や適正な労働条件など貿易から投資まで幅広い分野に及ぶ。次代の経済協定の標準と目される意欲的な内容だ。

　今年２月に正式合意したＴＰＰは約５年間の難交渉の末に決着した。関係国が対立と妥協を繰り返し、ようやくまとめた協定は「ガラス細工」とも評される。

　参加国が積み上げた交渉の成果をここで無にしてはなるまい。

　ニュージーランドは国内手続きが完了した。参院で審議中の日本も早期承認し、各国の結束を後押しすることが重要だ。

　一部の国に米国抜きの協定発効を探る考えが浮上している。せっかく合意した協定を白紙に戻さない方策として、あらゆる選択肢を検討することはあっていい。

　それでも、トランプ氏が就任後、正式に態度表明するまで、参加国は足並みをそろえ、米国への働きかけを続けねばなるまい。

　米次期政権の与党となる共和党は自由貿易推進の立場だ。トランプ氏も、選挙公約の優先順位を精査する意向を示している。

　ＴＰＰ会合に続いて開かれたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議も、保護主義への対抗が主要議題となった。

　ＡＰＥＣが掲げるアジア太平洋の自由貿易圏構想はＴＰＰと、日中韓など１６か国の地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）が中核だ。

　ＴＰＰが頓挫すれば、ＲＣＥＰの存在感が強まる。だが、中国の国内事情を反映し、国有企業改革や知財保護などで高水準のルール作りが難しくなろう。それを避ける上でもＴＰＰが欠かせない。

社説　自由貿易堅持へＴＰＰをあきらめるな 
日経新聞2016/11/22付
　トランプ次期米大統領が環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を唱えるなか、ＴＰＰの先行きが見通せなくなっている。
　しかし、アジア太平洋地域全体の自由貿易圏をつくるうえで、ＴＰＰはもっとも重要な礎となる。日本を含む参加国はＴＰＰの発効をあきらめることなく、国内手続きを着実に進める必要がある。
　ペルーで開いたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議にあわせて、日米を含むＴＰＰ参加12カ国は首脳会合を開いた。
　安倍晋三首相が「発効に向けた努力をやめるとＴＰＰは死に、保護主義がまん延する」と訴えたのは当然である。一部の国からは、会合に先立ち「米国を外し、新たな環太平洋での協定を構築すべきだ」との意見が出ていた。
　仮に最大の経済大国である米国がＴＰＰから抜ければ、貿易・投資の自由化により域内経済を成長させる効果は限られる。世界的に自由貿易が退潮し、世界経済の行方にも影を落としかねない。
　米国を含む12カ国がひとまずＴＰＰ存続へ協調する方針を確認したのは評価できる。課題は米国以外の11カ国の結束を保つことだ。
　トランプ氏が大統領選の期間中、ＴＰＰに反対する発言を繰り返してきたのは事実である。だからといってＴＰＰを安易に捨て去ってはならない。
　日本など各国は、高水準の貿易・投資ルールを通じて実現しようとしているＴＰＰの意義をトランプ氏に粘り強く説明していく必要がある。米国の外交戦略にとって重要である点も訴えてほしい。
　日本は参院で審議中のＴＰＰ承認案・関連法案を確実に成立させるべきだ。すでに議会承認を終えたニュージーランドに続き、早期発効の機運を高めてほしい。
　同時に、他の通商交渉も加速しなければならない。欧州連合（ＥＵ）との経済連携協定（ＥＰＡ）交渉に向け、日本が主要閣僚会議を設けたのは前進だ。政治主導で年内の大筋合意を導いてほしい。
　中国やインドなどが参加する東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）の交渉でも、日本が積極的な役割を果たせば、米国にＴＰＰ参加を強く迫ることができる。
　ＡＰＥＣ首脳会議は「あらゆる形の保護主義に対抗する」との宣言を採択し閉幕した。日本はこうした国際的な取り組みの先頭に立ち、世界の自由貿易をけん引しなければならない。
2016.11.22 05:03更新 
主張　ＡＰＥＣ閉幕　結束強めＴＰＰ頓挫防げ
　ペルーで開かれたアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）が、あらゆる保護主義への対抗を確認した意義は大きい。
　むろん、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）が、米国の消極的姿勢で空中分解しかねない状況にあるからだ。
　これに先立つＴＰＰ参加国の首脳会合で、安倍晋三首相は、各国が米国の保護主義にひるみ国内手続きを進めなければ「ＴＰＰは完全に死んでしまい、保護主義を抑えられなくなる」と、結束を呼びかけた。
　この会合で文書のとりまとめなどに至らなかったのは残念だが、安倍首相が強く危機感を訴え、様子見の態度をとるべきでないと指摘した点は至極もっともだ。
　米大統領選で強まった保護主義の流れが各国に蔓延（まんえん）し、貿易が滞る事態となれば、域内の成長は阻害されるからである。
　ＴＰＰ参加国は、米国を含め、いずれもＡＰＥＣのメンバーである。そこでの首脳宣言で保護主義が否定された。これに基づき、各国がいかにＴＰＰの発効へ実効性のある動きをとるかである。
　まず、日本は国会で審議中のＴＰＰ承認案の確実な成立を図り、米国に批准を促すよう各国を主導する態勢をとらねばなるまい。
　オバマ大統領はＴＰＰ参加国の首脳会合で、引き続き国内の理解を得られるよう努めると表明した。米議会が同調せず、発効が厳しい状況であることに変わりはないが、その職にある限り、自由貿易体制の堅持に向けて最後まで責任を果たすべきだ。
　トランプ氏は大統領選中にＴＰＰ離脱を表明したものの、当選後はＴＰＰを含む経済連携について具体的に触れていない。今後、多くの国の首脳らと接触を図る中で、発効への働きかけを自然な形で受け入れてもらいたい。
　ＴＰＰ参加国の中には、米国抜きでも何らかの形で協定を発効させようという動きもある。しかし、高水準の関税撤廃や貿易・投資のルールなど、世界標準になり得る先進性を備えた巨大協定の実現をあきらめるのは早すぎる。
　中国を含む１６カ国の東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）交渉には日本も参加している。ただ、こちらは自由化水準がＴＰＰよりも劣る。何よりも、自由主義や法の支配の価値を共有する国々が、ＴＰＰで新たな経済秩序を築く大切さを忘れてはならない。
しんぶん赤旗2016年11月22日(火)

主張　ＴＰＰ国際協議　安倍首相は異常な固執やめよ

　安倍晋三首相が、アメリカ・ニューヨークでのトランプ次期米大統領との会談や、ペルー・リマでのアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）参加１２カ国の首脳会議など、一連の会合を重ねました。異常に目立つのは首相のＴＰＰ発効への固執です。アメリカのトランプ氏が大統領選中ＴＰＰへの批判を公言するなか、リマでの一連の会合でもアメリカ抜きの経済連携協定づくりを模索する発言などがあったといわれます。日本国内でもＴＰＰに同意が得られていないのに、国際協議で発効に固執する首相の態度は異常です。

発効の見通し立たない

　「自由貿易こそ世界経済成長の源泉」「ＴＰＰは自由で公正なルールにもとづく経済圏を作り出す」―安倍首相は一連の協議などでこうした発言を重ねたと伝えられます。日本、アメリカなど１２カ国が参加し、関税などを原則撤廃するＴＰＰの発効を最大限もてはやしたものですが、相手側からの反応は決して芳しいものではありませんでした。

　アメリカのトランプ氏はもともとＴＰＰが国内を「空洞化」し、雇用などを破壊するとして反対してきました。オバマ現大統領は署名したものの、トランプ氏は大統領に就任すれば「離脱」すると発言しており、安倍首相との会談でも、トランプ氏を説得しようという首相の思惑通りには進まなかったとみられています。ＴＰＰは日本だけでなくアメリカも批准しなければ発効せず、その見通しはたっていないのは明らかです。

　リマで開かれたＡＰＥＣ首脳会議では、首脳宣言に「あらゆる形態の保護主義に対抗する」ことを盛り込んだものの、同時に開かれたＴＰＰ参加１２カ国の首脳会議では発効に向けた国内手続きを進めるとしただけで、共同宣言も発表することができませんでした。

　参加国の中でも国内の手続きを見送っている国や、「アメリカ抜き」の協定を求める声も出ています。首脳会議で「このままではＴＰＰが完全に死んでしまう」とまで言って各国に批准を求めた安倍首相の態度は、ＴＰＰ参加国からも全面的に支持されていません。

　安倍首相をはじめ、日本政府にはオバマ米大統領が任期中の年内に開かれる米議会でＴＰＰを批准してもらうという“期待”もありましたが、リマではオバマ氏との本格的な会談も開かれませんでした。トランプ氏が所属する共和党が多数になった米議会は年内批准に賛成しておらず、アメリカの批准頼みの安倍首相の計画はここでも破たんしています。

国内の同意抜きの暴走

　もともと国内ではＴＰＰへの反対がますます広がっているのに、日本が率先して批准すれば発効を促進できるといい続けてきた安倍首相の態度は、国民の意思にも民主主義にも反しています。

　関税や非関税障壁を原則撤廃するＴＰＰは、日本の農業だけでなく「食の安全」や医療、保険、雇用など国民の暮らしに全面的に影響します。多国籍大企業が投資先の国を訴えることができるＩＳＤＳ条項など、国の主権そのものを破壊してしまう危険があります。

　国民の利益にならない協定を国民の同意抜きに強行するのは許されません｡まず審議中の参院で徹底審議のうえ､廃案にすべきです｡

社説　日ＡＳＥＡＮ　防衛協力を重層的に深めたい

読売新聞2016年11月20日 06時02分

　南・東シナ海での中国の海洋進出を踏まえ、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）との防衛協力を着実に深化させたい。

　２年ぶり２回目となる日ＡＳＥＡＮ防衛相会合が、ラオスで開催された。稲田防衛相は、海洋・航空での「法の支配」貫徹や各国軍の能力構築を柱とする包括的な支援策を発表した。

　防衛装備・技術協力や、共同訓練、人材育成などを引き続き推進する。サイバー防衛、地雷・不発弾処理も新たに手掛ける。

　各国が抱える多様なニーズや課題を的確に把握し、戦略的に取り組むことが大切である。

　昨年１２月のＡＳＥＡＮ共同体の発足に伴う加盟国間の連携強化を受けて、従来の各国に対する個別の防衛協力に加えて、複数国を対象にした重層的な支援も行う。

　日本による専門家の研修や装備協力を複数国に広げて、各国間でも情報や技術を共有する。それにより、「ＡＳＥＡＮ全体の能力向上と一体性の強化」を図る。こうした狙いは、妥当だろう。

　日本は１９９０年頃からＡＳＥＡＮ各国との防衛交流を開始し、２０００年頃から個別の協力を進めてきた。災害救援や施設整備などに関する自衛官のきめ細かい技術指導は高い評価を得てきた。

　今後は、防衛協力のさらなる質の向上が求められよう。

　南シナ海での中国の主権主張を否定した仲裁裁判所判決を巡り、稲田氏は「当事者を拘束する最終的な判断で、これに基づく解決が重要だ」と訴えた。各国の国防相とは、法の支配、紛争の平和的解決の必要性で一致したという。

　間接的な対中牽制となろう。

　中国も近年、ＡＳＥＡＮ各国への武器提供などを増やそうとしている。タイは中国から潜水艦を購入する方針とされる。

　中国から大規模な経済支援を受けるカンボジア、ラオスと、南シナ海の領有権問題を抱えるベトナム、フィリピンなどとでは、対中姿勢に温度差がある。

　ＡＳＥＡＮ側には、「日中両にらみ」で支援を引き出したいという思惑があるのは確かだ。

　日本にとって、南シナ海における「航行の自由」原則の維持は、海上交通路（シーレーン）の安全確保のうえで欠かせない。

　東シナ海での中国軍の活動に波及させないためにも、ＡＳＥＡＮとの協力を積極的に進めたい。

　その協力では、トランプ次期大統領の意向が不透明であるものの、米国と緊密に協調し、役割分担することが重要だ。
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